
●�問い合わせ先＝�
財務課財政係�
☎55 ‐ 1147

■主な財務用語解説
・�自主財源＝市税や使用料、手
数料など、地方自治体が自主
的に収入しうる財源をいい、
自主財源の割合が高いほど、
財政が安定しているといえる。

・�地方交付税＝地方公共団体間
の財政格差をなくし、どの団
体においても一定の行政サー
ビスが提供できるよう、国が
地方公共団体に対して交付す
るもの。

・�市債＝市が公共施設の整備な
ど多額の費用を必要とする場
合に、国や金融機関などから
調達する長期的な借入金

・�義務的経費＝人件費（職員給
与など）や扶助費（児童扶養
手当、生活保護費など）、公
債費（借金の返済）といった、
支出することが制度的に義務
付けられている経費。

・�投資的経費＝道路などのイン
フラ整備や公共施設の整備な
どに要する経費。

（単位：千円，％、△は減）

会　�計　�名 令和３年度当初予算🄐 令和２年度当初予算🄑 比較🄐 -🄑 伸率🄐 -🄑 /🄑
一般会計 12,820,000 12,930,000 △ 110,000 △ 0.9

特
別
会
計

国民健康保険特別会計（事業勘定） 2,804,935 3,054,900 △ 249,965 △ 8.2
後期高齢者医療特別会計 658,862 668,204 △ 9,342 △ 1.4
農業集落排水事業特別会計 40,561 40,945 △ 384 △ 0.9
公共下水道事業特別会計 108,483 103,516 4,967 4.8
漁業集落排水事業特別会計 2,290 2,782 △ 492 △ 17.7
介護保険特別会計（事業勘定） 2,661,236 2,625,921 35,315 1.3
市木診療所特別会計 74,683 62,077 12,606 20.3

小　　　　　計 6,351,050 6,558,345 △ 207,295 △ 3.2
病院事業会計（収益的支出および資本的支出） 2,345,077 2,698,471 △ 353,394 △ 13.1
水道事業会計（収益的支出および資本的支出） 808,943 810,481 △ 1,538 △ 0.2

合　　　計 22,325,070 22,997,297 △ 672,227 △ 2.9

重
点
施
策
事
業
な
ど

※　�は新規事業新

が
ん
ば
っ
ど

ふ
る
さ
と
応
援
基
金

推
進
事
業

ス
マ
ー
ト
自
治
体

基
盤
整
備
事
業

串
間
市
事
前
防
災

ま
ち
づ
く
り

ビ
ジ
ョ
ン
策
定
事
業

教
育
・
保
育
施
設

措
置
費

教
育
・
保
育
施
設

整
備
事
業

食
用
か
ん
し
ょ
産
地

維
持
緊
急
対
策
事
業

く
し
ま
農
産
物
等

応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

事
業

再
造
林

強
化
対
策
事
業

都
井
岬
再
開
発
事
業

企
業
立
地
促
進
事
業

総
合
運
動
公
園

整
備
事
業

串
間
市
中
心
市
街
地

ま
ち
づ
く
り
事
業

き
ら
り
！
福
高
ロ
ー
ド

ア
ド
バ
ン
ス

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

ふ
る
さ
と
納
税
の
制
度
を
活
用
し
、

市
外
か
ら
の
寄
附
金
の
獲
得
と
返
礼

品
の
需
要
に
よ
る
地
場
産
業
の
振
興

を
図
る
。

行
政
手
続
き
に
お
け
る
押
印
な
ど
の

見
直
し
を
行
い
、
業
務
そ
の
も
の
の

見
直
し
や
効
率
化
を
図
り
、行
政
サ
ー

ビ
ス
の
ス
マ
ー
ト
化
に
資
す
る
。

サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
対
策
の
継
続
支

援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
農
家
経
営

の
安
定
化
お
よ
び
産
地
維
持
を
図
る
。

既
存
誘
致
企
業
に
対
す
る
支
援
を
強

化
し
、
雇
用
の
場
の
創
出
に
よ
り
、

人
口
流
出
の
抑
制
に
寄
与
す
る
。

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
な
ど
の
激
甚
災
害
か

ら
市
民
の
生
命
を
守
る
た
め
、
ハ
ー
ド
・
ソ

フ
ト
一
体
と
な
っ
た
防
災
・
減
災
対
策
を
整

備
し
、
被
害
軽
減
お
よ
び
地
域
防
災
力
の
向

上
を
図
る
た
め
の
事
前
防
災
ま
ち
づ
く
り
を

推
進
す
る
た
め
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。

本
市
農
産
物
な
ど
を
情
報
発
信
し
、

Ｐ
Ｒ
を
図
る
と
と
も
に
、
新
品
目
（
ぶ

ど
う
な
ど
）
の
生
産
を
推
進
す
る
。

長
寿
命
化
計
画
な
ど
に
基
づ
き
、
施

設
利
用
者
の
安
全
確
保
お
よ
び
利
用

者
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
整
備
を
行
う
。

令
和
３
年
度
工
事
：�

陸
上
競
技
場
ト
ラ
ッ
ク
改
修
な
ど

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
第
27
条
の

規
定
に
伴
う
教
育
・
保
育
施
設
に
係

る
施
設
型
給
付
費
の
支
給
を
行
う
。

持
続
的
な
循
環
型
林
業
を
推
進
す
る
た
め
、

森
林
経
営
計
画
に
基
づ
き
、
伐
採
後
の
再

造
林
に
対
し
て
１
ha
当
た
り
５
万
円
の
助

成
を
行
い
、
伐
採
後
の
未
植
栽
地
の
軽
減
、

山
地
災
害
の
軽
減
、
森
林
経
営
計
画
の
作

成
お
よ
び
認
定
率
の
向
上
を
図
る
。

「
道
の
駅
く
し
ま
」
市
民
交
流
施
設
お

よ
び
イ
ベ
ン
ト
広
場
の
整
備
を
は
じ

め
と
す
る
ま
ち
づ
く
り
第
二
期
計
画

に
着
手
す
る
。

教
育
・
保
育
施
設
の
大
規
模
改
修
お

よ
び
建
て
替
え
に
要
す
る
費
用
の
一

部
を
補
助
す
る
こ
と
で
、
子
ど
も
を

安
心
し
て
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
な
体
制
整
備
を
行
う
。

都
井
岬
観
光
交
流
館
東
側
取
付
道
路

お
よ
び
駐
車
場
整
備
工
事
を
行
う
。

福
島
高
校
に
お
け
る
就
職
・
進
学
に
必
要
と
さ

れ
る
課
題
解
決
能
力
、
現
実
社
会
対
応
能
力
の

育
成
に
向
け
て
、
海
外
研
修
や
人
材
育
成
な
ど

を
行
い
、
地
域
創
生
学
の
学
び
の
過
程
と
学
び

の
環
境
の
充
実
を
図
る
。
ま
た
、
公
営
塾
を
開

講
し
、
生
徒
の
学
び
の
充
実
を
図
る
。

　

歳
入
予
算
の
財
源
構
成

に
つ
い
て
、
自
主
財
源
が

対
前
年
度
比
で
２
億
６
千

５
万
円
、
率
に
し
て
８
・
４
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
市
税
が
２

億
２
，
６
９
５
万
７
千
円
の
増
と
な
っ

て
い
る
こ
と
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
財

政
計
画
に
お
い
て
、
対
前
年
度
伸
び

率
で
５
・
１
％
の
増
と
し
て
い
ま
す
が
、

本
市
に
お
い
て
は
、
本
年
度
の
市
税
の

増
を
考
慮
し
、
普
通
交
付
税
は
、
対
前

年
度
比
率
で
２
・
４
％
の
減
、
特
別
交

付
税
は
、
前
年
度
同
額
と
な
っ
て
お
り

ま
す
。

　

市
債
に
つ
い
て
は
、
串
間
市
中
心
市

街
地
ま
ち
づ
く
り
事
業
、
消
防
団
活
動

拠
点
施
設
建
設
事
業
の
事
業
費
が
減
と

な
り
、
対
前
年
度
比
で
２
億
３
千
40
万

円
、
率
に
し
て
16
・
１
％
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

令
和
３
年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
概
要

歳�入

義務的経費：6,073,145千円（47.4%）
投資的経費：1,744,740千円（13.6%）
その他経費：5,002,115千円（39.0%）

人件費
2,190,558千円
（17.1%）

市税
1,880,867千円

（14.7%）

分担金および負担金
56,596千円

（0.4%）

使用料および手数料
144,452千円

（1.1%）

繰入金 608,335千円
（4.7%）

寄附金 400,000千円
（3.1%）

地方消費税交付金
366,000千円

（2.9%）
地方交付税

4,580,000千円
（35.7%）

国庫支出金
1,896,074千円

（14.8%）

県支出金
1,233,649千円

（9.6%）

その他
194,500千円

（1.5%）
市債

1,203,000千円
（9.4%）

その他
256,527千円

（2.0%）

扶助費
2,963,957千円
（23.1%）

公債費
918,630千円
（7.2%）

公債費
918,630千円
（7.2%）

普通建設事業費
1,548,768千円

（12.1%）
災害復旧事業費など
195,972千円（1.5%）

維持補修費
119,984千円
（0.9%）

補助費など
1,465,945千円
（11.4%）

繰出金
1,388,885千円

（10.8%）

その他 299,215千円
（2.3%）

物件費
1,728,086千円
（13.5%）

自主財源：3,346,777千円（26.1%）
依存財源：9,473,223千円（73.9%）

歳 出 歳 入

　

義
務
的
経
費
に
つ
い
て

は
、
対
前
年
度
比
で
８
，

３
４
６
万
７
千
円
、
率
に

し
て
１
・
４
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
人
件
費
は
、
退
職
予
定
者

数
の
減
に
よ
り
１
・
６
％
の
減
、
扶
助

費
は
、
対
象
者
の
減
に
よ
り
０
・
６
％

の
減
、
公
債
費
は
、
３
・
２
％
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
対
前

年
度
比
で
２
億
１
，
９
３
１
万
３
千
円
、

率
に
し
て
11
・
２
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
普
通
建
設
事
業
費
の

う
ち
、
串
間
市
中
心
市
街
地
ま
ち
づ
く

り
事
業
や
総
合
運
動
公
園
整
備
事
業
の

減
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
他
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
物
件

費
は
、
対
前
年
度
比
で
１
億
１
，
３
９

４
万
９
千
円
、
率
に
し
て
６
．２
％
の

減
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

補
助
費
な
ど
は
、
対
前
年
度
比
で
１

億
８
，
２
８
７
万
４
千
円
、
率
に
し
て

14
・
３
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
、
が
ん
ば
っ
ど
ふ
る
さ
と
応
援
基

金
推
進
事
業
の
返
礼
品
の
増
が
主
な
要

因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳�出

令和３年度
当初予算の
内訳

（特別会計・
企業会計含む）

市政運営の指針となる令和３年度の当初予算について、概要と主な事業をお知らせします。

令和３年度
一般会計当初予算総額 
１２８億２千万円

前年度比

0.9％減

令
和
３
年
度

当
初
予
算
の

主
な
事
業

義務的経費：6,073,145千円（47.4%）
投資的経費：1,744,740千円（13.6%）
その他経費：5,002,115千円（39.0%）

人件費
2,190,558千円
（17.1%）

市税
1,880,867千円

（14.7%）

分担金および負担金
56,596千円

（0.4%）

使用料および手数料
144,452千円

（1.1%）

繰入金 608,335千円
（4.7%）

寄附金 400,000千円
（3.1%）

地方消費税交付金
366,000千円

（2.9%）
地方交付税

4,580,000千円
（35.7%）

国庫支出金
1,896,074千円

（14.8%）

県支出金
1,233,649千円

（9.6%）

その他
194,500千円

（1.5%）
市債

1,203,000千円
（9.4%）

その他
256,527千円

（2.0%）

扶助費
2,963,957千円
（23.1%）

公債費
918,630千円
（7.2%）

公債費
918,630千円
（7.2%）

普通建設事業費
1,548,768千円

（12.1%）
災害復旧事業費など
195,972千円（1.5%）

維持補修費
119,984千円
（0.9%）

補助費など
1,465,945千円
（11.4%）

繰出金
1,388,885千円

（10.8%）

その他 299,215千円
（2.3%）

物件費
1,728,086千円
（13.5%）

自主財源：3,346,777千円（26.1%）
依存財源：9,473,223千円（73.9%）

歳 出 歳 入

240,265
千円

4,673千円23,860千円113,058千円 8,447千円907千円42,229千円 1,045,100
千円

8,000千円472,993
千円

117,750千円25,331千円7,269千円

新新

※�構成比については、四捨五入のため、�
内訳と合計が一致しない場合があります。

※�構成比については、四捨五入のため、�
内訳と合計が一致しない場合があります。
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